
【事業目的】

○在宅医療・介護連携推進事業については、平成３０年度を区切りとして、市町村が主体となり地区医師会等と連携

し、地域の実情に合わせて取り組むこととされていることから、県としては、個別地域だけでは解決が難しい関係職能

団体間のルールづくりや在宅医の新規参入促進等、全県的・広域的な支援を重視した在宅医療提供体制の確立及び

促進に取り組む。

県保健所
（中和・郡山・吉野）

奈良県(福祉医療部) 県医師会
地区医師会

管内市町村

奈良県
在宅医療推進会議 医療職能団体

②在宅医療提供体制確立促進事業(補助金)

①在宅医療提供体制確立促進事業(県)

③在宅医療広域連携支援事業

➣ 情報共有・連携体制の構築
➣ 新規参入のための在宅医療同行訪問研修の実施
➣ 在宅医療初級者向け基礎研修の実施

➣ ｱ) 管内市町村広域調整支援事業
➣ ｲ) 入退院調整ルールづくり支援事業
➣ ｳ) 在宅医療多職種間連携強化支援事業
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在宅医療関連事業の概要 【地域医療連携課】

➣ 在宅医療提供体制構築モデル事業（地区医師会）
➣ 在宅医療関係者による全県的な課題解決の場
➣ 在宅医療に関するデータ分析 等
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【県実施の在宅医療関連事業】

２．奈良県在宅医療推進会議の開催
・医療分野の各専門職種の方々に、県在宅医療提供体制の構築及び推進に関する諸課題について
共通認識を持っていただき、全県的な情報共有・課題解決につなげる。

⇒令和元年度 第4回在宅医療推進会議(R1.9.4)の開催

第3回会議で議論した県民に向けた普及啓発について継続して検討
⇒令和２年度 第5回在宅医療推進会議の開催

「県の広報手段(HP)を活用した在宅医療の啓発について」「ＡＣＰの推進について」

在宅医療関連事業の概要

３．在宅医療に関するデータ分析
・国民健康保険、後期高齢医療保険制度のレセプトデータを在宅医療に関する視点で集計、分析。

⇒令和２年度以降も継続して取り組む予定

１．課題解決型アプローチによる在宅医療提供体制確立促進モデル事業

・県で課題【在宅医療に対応できる医師の裾野拡大】を設定。

・地区医師会から具体的なアプローチ視点・方法等を提案いただき、県も協働で取り組む。
⇒令和元年度 提案いただいた４地区医師会（生駒地区医師会、橿原地区医師会、奈良市医師会、大和高田市医師会）の

事業を取り組む中で生じた課題やその解決方法、取組の成果等を各地区医師会と情報共有。



【県医師会実施事業】

３．初級者向け基礎研修の構成及び実施
・同行訪問研修と併せて在宅医療の初級者向けの基礎研修を実施。
⇒在宅医療への参入を検討する医師向けに基礎研修を実施。

令和元年6月（介護制度・介護施設について） 訪問看護STや介護施設関係者にも協力いただき実施。

令和２年2月（在宅医療の診療報酬制度について） 診療所事務担当者等にも参加を呼びかけ実施。

令和２年度 引き続き開催予定。

在宅医療関連事業の概要

県医師会の「地域包括ケア推進委員会」を核として、在宅医療提供体制を構築する際の
課題である「全県的な在宅医師の裾野拡大」に寄与する取組を継続的に実施。

２．同行訪問研修の実施
在宅医療を始めたばかりの医師やこれから始めようとする医師のスキルアップ等を目的として
同行訪問研修を実施。

１．情報共有・連携体制の構築への取組
・在宅医の連携体制構築（地域包括ケアシステム推進委員会の開催）
⇒令和元年度 6月、9月、3月開催予定
⇒令和２年度 引き続き取組予定

・関係機関との情報共有、連携体制の構築



在宅歯科医療関連事業の概要

・地域の歯科診療所の紹介
・支部歯科医師会や訪問歯科衛生士への医療機器の貸出
・介護サービス事業所等への出張説明会の開催
・地域住民、医療機関、介護施設への広報・普及啓発
・各施設を対象に口腔機能シミュレーターを用いた
個別出張研修の実施

在宅歯科医療連携室 （奈良県歯科医師会）
歯科医師会各支部

・医療機器の貸出
・登録歯科診療所の情報
提供、連絡調整

登録歯科診療所

・訪問歯科医療、口腔
ケア指導

在宅療養者、要介護者・家族

病院、診療所
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☆地域の在宅歯科医療の推進
☆介護等他分野との連携体制の構築

目的

【地域医療連携課】


